
２級 　解答・解説 
第１問（20点） 

解 答 

仕 訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

１ 
普 通 預 金 504,000 売 掛 金 

為 替 差 損 益 

480,000 

24,000 
A 

２ 
法人税、住民税及び事業税 345,600 仮 払 法 人 税 等 

未 払 法 人 税 等 

192,000 

153,600 
A 

３ 
未 収 入 金 

有 価 証 券 売 却 損 

816,000 

24,000 

売買目的有価証券 840,000 
Ｂ

４ 
当 座 預 金 

役 務 原 価 

672,000 

349,440 

役 務 収 益 

仕 掛 品

672,000 

349,440 
A

５ 
研 究 開 発 費 702,000 当 座 預 金 

未 払 金

468,000 

234,000 
A 

仕訳１組につき４点 合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

２．課税所得の計算

税引前当期純利益が判明した。ただし、減価償却費の損金不算入額がある。税率を

30％として、法人税、住民税及び事業税に計上する。中間申告の際に、前年度の納付

税額の合計の50％を現金で納付している。 

Point
損金不算入額があると

いうことは、税法上、

損金算入が認められて

いない。 

税引前当期純利益に損

金不算入額を加算して

課税所得（税法上の利

益）を求める。 

中間申告の際、仮払法

人税等勘定で処理して

いる。 

中間申告時：処理済

（ 仮 払 法 人 税 等 ） 192,000 ＊１ （ 現 金 ） 192,000 

決算時：本問

（ 法人税、住民税及び事業税 ） 345,600 ＊２ （ 仮 払 法 人 税 等 ） 192,000 

（ 未 払 法 人 税 等 ） 153,600 ＊３ 

＊１ ￥384,000×50％＝￥192,000 

＊２ ￥960,000＋￥192,000＝￥1,152,000（課税所得）

￥1,152,000×30％＝￥345,600 

＊３ ￥345,600－￥192,000＝￥153,600 

３．有価証券の売却

売買目的で所有していた株式を売却し、代金は普通預金口座に振り込まれることに

なった。この株式は前年度に購入したものであり、時価法（切り放し法）で処理して

いる。

Point
代金はまだ振り込まれ

ていないので、未収入

金勘定で処理する。 

時価法（切り放し法）

で処理しているので、

帳簿価額は前期末の時

価となる。 

（ 未 収 入 金 ） 816,000 ＊１ （ 売買目的有価証券 ） 840,000 ＊２ 

（ 有 価 証 券 売 却 損 ） 24,000 ＊３ 

＊１ ＠￥680×1,200株＝￥816,000（売却価額）

＊２ ＠￥700×1,200株＝￥840,000（帳簿価額） 

＊３ ￥816,000－￥840,000＝△￥24,000（売却損） 
売却価額 帳簿価額 

４．役務収益・役務費用

役務の提供が完了し、対価が当座預金口座に振り込まれた。役務収益の発生に伴い、

対応する役務原価を計上する。役務原価となる給料および出張旅費の支払額は、仕掛

品勘定に振り替えている。

Point
役務の提供が完了する

まで、当該案件のため

に直接、費やされたも

のは仕掛品勘定に振り

替えている。 

役務原価となる金額を

仕掛品勘定から役務原

価勘定に振り替える。 給料および出張旅費の支払時：処理済

（ 給 料 ） 268,800 （ 現 金 等 ） 349,440 

（ 旅 費 交 通 費 ） 80,640 

仕掛品勘定への振替え：処理済

（ 仕 掛 品 ） 349,440 ＊ （ 給 料 ） 268,800 

（ 旅 費 交 通 費 ） 80,640 

役務提供の完了時：本問

（ 当 座 預 金 ） 672,000 （ 役 務 収 益 ） 672,000 

（ 役 務 原 価 ） 349,440 （ 仕 掛 品 ） 349,440 

 ＊ ￥268,800＋￥80,640＝￥349,440 
給料 出張旅費 

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略

取引の仕訳

取引の概略
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第２問（20点） 

解 答 

問１ ￥ ★ 47,760

問２ ￥ Ａ ★ 247,500

問３ ￥ Ａ ★ 180,000

問４ ￥ Ａ ★ 300,000

問５ ￥ Ｂ ★ 540,000

★ １つにつき４点 合計20点

Ａ：確実に正解したい  

Ｂ：できれば正解したい 

０：資料からの数値変更なし 

：難易度高いため、後回し 



第３問（20点） 

解 答 

損 益 計 算 書 

 自平成28年４月１日 至 平成29年３月31日 (単位：円) 

上 高      ( Ａ ★ 1,680,000 )　 Ⅰ 売 

Ⅱ 売 上 原 価  

 ( ０ 37,200 ) １．期 首 商 品 棚 卸 高

２．当 期 商 品 仕 入 高  ( ０    864,000 ) 

合  計  ( 901,200 ) 

　 ３．期 末 商 品 棚 卸 高  ( Ｂ 67,800 ) 

差  引  ( 833,400 ) 

 ( Ａ 3,000 ) ４．棚 卸 減 耗 損

５.(商 品 評 価 損) ( Ｂ ★ 2,700 ) ( 839,100 ) 

売 上 総 利 益   ( 840,900 ) 

  Ⅲ 販売費及び一般管理費 

  １．給 料 ( Ａ    242,400 ) 

  ２．保 険 料 ( Ａ ★ 32,400 )

( Ａ ★ 18,600 )

 ( Ｂ ★ 113,700 )

　　３．(支 払 リ ー ス 料)

   ４．減 価 償 却 費   

   ５．貸 倒 引 当 金 繰 入  ( Ａ ★ 1,080 ) ( 408,180 ) 

(営  業  利  益) ( 432,720 ) 

  Ⅳ 営 業 外 収 益 

 ( Ｂ ★ 2,400 )１．有 価 証 券 利 息  

２．有 価 証 券 評 価 益  ( Ａ ★ 4,200 )

取 利 息 ( Ａ ★ 1,800 ) ( 8,400 ) 

業 外 費 用 

３ 受． 

Ⅴ  営

１ 支． 払 利 息 ( Ａ 13,800 ) 

⑭    ２．(貸 倒 引 当 金 繰 入) ( Ａ ★ 3,600 ) ( 17,400 ) 

(経  常  利  益) ( 423,720 ) 

  Ⅵ 特 別 利 益 

   １．固 定 資 産 売 却 益  ( ０ 5,880 ) 

  Ⅶ 特 別 損 失 

  １．災 害 損 失  ( ０ 12,300 ) 

 税 引 前 当期 純 利 益 (    417,300 ) 

 (    126,000 ) 法人税、住民税及び事業税

(当  期  純  利  益) (    291,300 ) 

★ １つにつき２点 合計20点

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

決算にあたっての修正事項の処理

１．掛け売上計上の取消し（検収基準）

（ 売 上 ） 54,000 （ 売 掛 金 ） 54,000 Point
売上高の計上基準は得

意先の検収基準であ

り、得意先で未検収な

ので、掛け売上計上を

取り消す。 

商品は得意先にある

が、未販売のものとな

るので、期末在庫に含

める必要がある。 

売上：￥1,734,000－￥54,000＝￥1,680,000 … ①

得意先にある商品の原価：￥54,000×70％＝￥37,800 

２．オペレーティング・リース取引

（ 支 払 リ ー ス 料 ） 18,600 （ 現 金 預 金 ） 18,600 Point
オペレーティング・リ

ース取引の場合、リー

ス料の支払時に支払リ

ース料勘定で処理す

る。 

（支払リース料）：￥18,600 … ②

現金預金：￥806,280－￥18,600＝￥787,680 

３．売掛金の貸倒れ

（ 貸 倒 引 当 金 ） 1,800 （ 売 掛 金 ） 1,800 Point
売掛金の減少は貸倒引

当金の設定額に影響す

る。 

売掛金：￥109,800－￥54,000－￥1,800＝￥54,000 

決算整理事項の処理

１．貸倒引当金の設定（営業債権）

（ 貸 倒 引 当 金 繰 入 ） 1,080 ＊ （ 貸 倒 引 当 金 ） 1,080 Point
貸倒引当金が減少して

いることに注意する。 

営業債権に係る貸倒引

当金繰入額は、販売費

及び一般管理費の区分

となる。 

 ＊（￥30,000＋￥54,000）×２％＝￥1,680（設定額） 
電子記録債権 売掛金

￥1,680－（￥2,400－￥1,800）＝￥1,080（繰入額） 
貸倒引当金残高 

貸倒引当金繰入（販売費及び一般管理費）：￥1,080 … ③

貸倒引当金（電子記録債権および売掛金）：￥1,680 

２．有価証券の評価

売買目的有価証券（Ｘ社株式・Ｙ社株式）の評価替え 

（ 売買目的有価証券 ） 4,200 （ 有 価 証 券 評 価 益 ） 4,200 ＊１ 

Point
利息の受取りは未処理

の場合を除き、期中に

処理されるので、決算

整理とは別となる。 

Ｚ社社債の帳簿価額は

前期末までの償却後の

金額である。 

額面総額と帳簿価額と

の差額を残り３年間で

償却する。 

満期保有目的債券は償

還日が決算日の翌日か

ら１年超となるため、

貸借対照表に投資有価

証券として記載され

る。 

＊１ （￥28,800＋￥30,600）－（￥20,400＋￥34,800）＝￥4,200（評価益） 
期末時価 帳簿価額 

満期保有目的債券（Ｚ社社債）の償却原価法による評価替え

（ 満期保有目的債券 ） 600 （ 有 価 証 券 利 息 ） 600 ＊２ 

＊２ （￥60,000－￥58,200）÷３年＝￥600 
額面総額 帳簿価額 

有価証券評価益：￥4,200 … ④

有価証券利息：￥1,800＋￥600＝￥2,400 … ⑤

有価証券（売買目的有価証券）：￥55,200＋￥4,200＝￥59,400 

投資有価証券（満期保有目的債券）：￥58,200＋￥600＝￥58,800 

Step 2

Step 1
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第４問（20点） 

解 答 

仕  訳

借 方 科 目 金 額 貸 方 科 目 金 額 

１ 
材 料 2,088,000 買 掛 金 

現 金 

2,001,000 

87,000 
Ａ

２ 仕 掛 品 2,172,000 材 料 2,172,000 Ａ

３ 
仕 掛 品

製 造 間 接 費 

3,840,000 

576,000 

賃 金 ・ 給 料 4,416,000 
Ａ

４ 仕 掛 品 3,534,000 製 造 間 接 費 3,534,000 Ａ

５ 製 品 8,646,000 仕 掛 品 8,646,000 Ｂ

仕訳１組につき４点 合計20点 

Ａ：確実に正解したい  ０：資料からの数値変更なし 

Ｂ：できれば正解したい ：難易度高いため、後回し 

＊５ ＠1,200円×1,080kg＝1,296,000円 

＊６ ＠1,200円×180kg＝216,000円 

＊７ ＠1,200円×150kg＝180,000円 

＊８ 材料の当月消費額：264,000円＋2,088,000円－180,000円＝2,172,000円 

または 

660,000円＋1,296,000円＋216,000円＝2,172,000円 

（ 仕 掛 品 ） 3,840,000 ＊１ （ 賃 金 ・ 給 料 ） 4,416,000 

（ 製 造 間 接 費 ） 576,000 ＊２ 

Point
特定の指図書に係る直

接作業時間分は「仕掛

品」に振り替え、すべ

ての指図書に共通の間

接作業時間分は「製造

間接費」に振り替える。

＊１ ＠800円×1,620時間＝1,296,000円（＃101） 

＠800円×1,740時間＝1,392,000円（＃102） 

＠800円×1,440時間＝1,152,000円（＃103） 

          合 計 3,840,000円 

＊２ ＠800円×720時間＝576,000円 

製造間接費-第１部門 仕 掛 品

756,000円   月初  完成

378,000円 

       当月

予定配賦額 月末

製造間接費-第２部門

1,320,000円 

900,000円 

180,000円 

（ 仕 掛 品 ） 3,534,000 ＊ （ 製 造 間 接 費 ） 3,534,000 

Point
第１部門および第２部

門から予定配賦してい

ることに注意する。 

労務費の消費時の仕訳

における製造間接費の

金額は、実際発生額と

して、各部門の借方に

集計される。 

予定配賦されるので、

各部門の貸方は予定配

賦額となる。 

与えられた勘定科目か

ら選択するので、部門

に関係なく「製造間接

費」を用いる。 

賃率差異、製造間接費

配賦差異ともに、本問

では考慮する必要はな

い。 

＊ 第１部門 

    ＠ 700円×1,080時間＝ 756,000円（＃102） 

    ＠ 700円× 540時間＝ 378,000円（＃103） 

第２部門 

＠1,000円×1,320時間＝1,320,000円（＃101） 

＠1,000円× 900時間＝ 900,000円（＃102） 

＠1,000円× 180時間＝ 180,000円（＃103） 

           合 計 3,534,000円 

原 価 計 算 表 （単位：円）

＃101 ＃102 ＃103 合 計

月初仕掛品 1,026,000円 － － 1,026,000円 

直接材料費 660,000円 1,296,000円 216,000円 2,172,000円 

直接労務費 1,296,000円 1,392,000円 1,152,000円 3,840,000円 

製造間接費

第１部門

第２部門

－ 

1,320,000円 

756,000円 

900,000円 

378,000円 

180,000円 

1,134,000円 

2,400,000円 

合 計 4,302,000円 4,344,000円 1,926,000円 10,572,000円 

備 考 完成 完成 仕掛中 ― 

（ 製 品 ） 8,646,000 （ 仕 掛 品 ） 8,646,000 ＊ 

Point
製品が完成した場合、

完成した各指図書に集

計された「仕掛品」の

金額を、「製品」に振り

替える。 

＊ 4,302,000円＋4,344,000円＝8,646,000円 
＃101 ＃102 

製品の完成

製造間接費の配賦 

労務費の消費
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第５問（20点） 

解 答 

 Ａ社は直接原価計算方式の損益計算書を採用している。直接原価計算方式の損益計算では、原価（ 製造原

価、販売費および一般管理費 ）を（ ① Ａ 変 動 費 ）と（ ② Ａ 固 定 費 ）とに分解し、売上高から

まず①を差し引いて（ ③ Ａ 貢 献 利 益 ）を計算し、③から②を差し引いて営業利益を計算する。 

Ａ社の直接原価計算方式の営業利益は1,500,000千円であるが、全部原価計算方式によると営業利益は 

（ ④ Ｂ 1,620,000 ）千円となる。この営業利益の差は、全部原価計算方式において期末棚卸資産に含まれ

る（ ⑤ Ｂ 固 定 費 ）の分である。 

Ａ社の貢献利益率は（ ⑥ Ａ   40  ）％、損益分岐点販売量は（ ⑦ Ａ 9,000 ）台である。損益分岐点

の販売量と実際の販売量との差を安全余裕度というが、Ａ社の安全余裕度は（ ⑧ Ａ 15,000 ）台である。 

 Ａ社の売上高営業利益率は 25％である。売上高営業利益率 30％の営業利益を達成するために必要だった

売上高は（ ⑨ Ｂ 9,000,000 ）千円であり、そのときの③は（ ⑩ Ｂ 3,600,000 ）千円である。 

①～⑩ 各２点 合計20点

Ａ：確実に正解したい  

Ｂ：できれば正解したい 

０：資料からの数値変更なし 

：難易度高いため、後回し 




